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7. 適用初年度連結財務諸表における開示の状況 
 (1) 総 説 
 前々号および前号に引き続き、改正退職給付会計基準早期適用会社の開示状況
の分析を行う。繰り返しになるが、企業会計基準第 26 号「退職給付に関する会計
基準」は、平成 25 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度の年度末に係る財務諸表
から適用することとされているものの（ただし当期純利益に影響する「計算関係」
については、実務上困難な場合を除いて平成 26 年 4 月 1 日以後に開始する事業
年度の期首から適用することになっている）、平成 25 年 4 月 1 日以後開始する事
業年度の期首から適用することができるとされている（企業会計基準第 26 号第
34 項ただし書きならびに同第 35 項なお書き）。これをいわゆる「早期適用」とい
うが、35 社が早期適用に踏み切っていた。 












 (2) 「会計方針等の変更」等に関する開示状況 
 これまで四半期報告書で議論したのと同様に、決算期ごとに作成される有価証
券報告書においても、会計方針の変更等があれば連結財務諸表に注記されること
になる。早期適用に踏み切った各社は、平成 26 年 3 月期末の有価証券報告書に
おいて、「退職給付に関する会計基準」および「退職給付に関する会計基準の適用
指針」を適用したこと、そして変更した内容を注記しており、基本的に文言は、







































表 1 適用初年度の連結会計年度の期首における退職給付に係る負債 
（単位百万円、単位未満切り捨て、表中の△は減少を意味する） 












1 シンクレイヤ 1,291 1,408 117(9.06％) 
2 日本サード・パーティ 476 342 △134(△28.16％) 
3 味の素 28,796 44,883 16,087(55.87％) 
4 日清食品ホールディングス 7,496 9,037 1,541(20.56％) 
5 野村総合研究所 17,964 19,569 1,605(8.93％) 








4,257 記載なし(△3,366) △7,623(△179.07％) 
9 LIXIL グループ 12,749 14,511※2 1,762(13.82％) 
10 鉱研工業 641 記載なし(581) △60(△9.39％) 
11 デンソ  ー 197,248 記載なし(102,600) △94,648(△47.98％) 
12 日東電工 19,757 記載なし(41,494) 21,737(110.02％) 
13 川崎重工業 62,300 記載なし(107,891) 45,591(73.18％) 
14 島津製作所 13,916 記載なし(21,802) 7,886(56.67％) 
15 ヤマハ 41,148 45,051 3,903(9.49％) 
16 長瀬産業 10,283 12,845 2,562(24.91％) 









19 T&D ホールディングズ 
59,249 記載なし(58,327) △922 
(△1.56％) 
20 九州電力 
163,875 記載なし(94,720) △69,155 
(△42.20％) 
21 北海道電力 




22 因幡電機産業 13 記載なし(13) (0) 
23 日立化成 17,111 22,405※5 5,294(30.94％) 
24 日立金属 22,573 記載なし(30,086) 7,513(33.28％) 
25 日立建機 8,913 記載なし(14,017) 5,104(57.26％) 
26 日立工機 2,976 記載なし(5,377) 2,401(80.68％) 
27 日立国際電気 18,001 記載なし(30,558) 12,557(69.76％) 
28 クラリオン 10,126 11,360 1,234(12.19％) 
29 日立メディコ 11,859 －※6 － 
30 日立ハイテクノロジーズ 26,535 58,492 31,957(120.43％) 
31 日立キャピタル 4,469 9,689 5,220(116.80％) 
32 日立物流 16,608 28,617※7 12,009(72.31％) 
33 日立機材 1,400 1,331 △68(△4.93％) 




704 記載なし(810) 105(14.98％) 
※1 期首時点での退職給付に係る負債の記載がない代わりに、連結会計期間末における退職給
付に係る負債 1,950 百万円および退職給付に係る資産 490 百万円の記載あり。また、その他
の包括利益累計額が 1,118 百万円減少している記載もあり。 
※2 連結会計年度の期首において、退職給付に係る資産が5,310百万円減少している記載あり。 
※3 期首時点での退職給付に係る負債の記載がない代わりに、連結会計期間末における退職給
付に係る資産 49,123 百万円および退職給付に係る負債 157,277 百万円の記載あり。また、
その他の包括利益累計額が 10,266 百万円増加している記載もあり。 
※4 連結会計年度の期首において、退職給付に係る資産が 59 百万円増加している記載あり。 
※5 連結会計年度の期首において、退職給付に係る資産が 699 百万円計上されている記載あ
り。 
※6 株式会社日立メディコは平成 26 年 3 月 1 日に日立製作所の完全子会社となったことに伴
い、上場廃止とされている。そのため、平成 26 年 3 月期の有価証券報告書を作成していな
い。 
※7 連結会計年度の期首において、退職給付に係る資産が 2,423 百万円計上されている記載あ
り。 
(出所) 早期適用会社の平成 26 年 3 月期有価証券報告書を基に筆者作成 
 
② 1 株当たりの純資産額および 1 株当たりの当期純利益 













すれば、PBR が 1.0 倍を割っていれば株価は解散価値未満の価値しかないとみな
されているということになる。その結果、PBR が 1.0 倍を下回っている会社の株
式はそれだけ割安なのであるから、いつ何どき株式の公開買い付け（TOB）など
敵対的買収を仕掛けられてもおかしくはないという状況に陥っていることになる。 






































表 8 適用初年度の「1 株当たりの純資産額」（BPS）および「1 株当たりの当期純利
益」（EPS）に与える影響に関する注記状況 
（単位：円、△印はマイナスを意味する） 
No. 会  社  名 
1 株当たりの純資産額
（  ）は平成 26 年 3
月末時点でのBPS 
1 株当たりの当期純利益





















































































































































平成 26 年 3 月1 日に日立製作所の完全子会社にな







































う趣旨から、潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益については省略している。 
 前ページの表 2 より、平成 26 年 3 月期の有価証券報告書を作成・開示した 34
社のうち、新しい退職給付会計基準を適用したことによって 1 株当たりの純資産
額（BPS）が「増加」した会社は 7 社（20.59％）にとどまり、「減少」した会社
は「増加」した会社の 2 倍以上の 15 社（44.12％）に上っている。「影響は軽微」
と注記としている会社および何も注記事項として言及していない会社がそれぞれ
6 社ずつの 12 社（35.29％）であった。注記事項として言及していないというこ
とは、それだけ影響が乏しいと判断したものと推察される。 
 これに対して、1 株当たりの当期純利益（EPS）が「増加」した会社が 5 社（た
だし、損失の減少を含む）とさらに少なくなり（14.71％）、「減少」した会社に至



































第 24 項および同第 93 項）はすでに述べたとおりであるが、念のために確認すれ
ば、具体的には退職給付の支払見込期間および支払見込期間ごとの金額を反映し
た単一の加重平均割引率を使用する方法や、退職給付の支払見込期間ごとに設定
された複数の割引率を使用する方法が考えられる（同第 94 項）。 







表 3 新退職給付会計基準適用初年度および前年度の割引率に関する注記状況 
No. 会  社  名 平成 25 年 3 月期の割引率









主として 1.5％ 主として 1.1％(－0.4％) 
記載なし 
4 日清食品ホールディングス




















主として 2.0％ 主として 0.9％(－1.1％) 
記載なし 






11 デンソ  ー























主として 1.1～2.0％ 主として 0.7～1.0％(－) 
記載なし 




主として 2.0％ 主として 2.0％(±0％) 
記載なし 
21 北海道電力 


































平成 26 年 3 月1 日に日立製作所の完全子会社になったた































(出所) 早期適用会社の平成 26 年 3 月期有価証券報告書を基に筆者作成 
 

















において、早期適用に踏み切った各社の適用初年度（平成 26 年 3 月期）とその








No. 会  社  名 
平成 25 年 3 月期の 
期待運用収益率 
平成 26 年 3 月期 
（適用初年度）の 
長期期待運用収益率 
1 シンクレイヤ 記載なし(内部積立)※1 記載なし(内部積立) ※1 
2 日本サード・パーティ 記載なし(内部積立)※1 記載なし(内部積立) ※1 
3 味の素 主として 2.5％ 主として 2.5％（％） 
4 日清食品ホールディングス 主として 2.5％ 2.0％(－0.4％) 
5 野村総合研究所 1.5％ 1.5％(±0％) 








主として 2.0％ 主として 2.0％(±0％) 
9 LIXIL グループ 0.0～0.8％ 2.5％(－) 
10 鉱研工業 1.00％ 1.0(±0％) 
11 デンソ  ー 主として 1.5％ 主として 3.00％(＋1.5％) 





14 島津製作所 1.0％ 0.8％(－0.2％) 
15 ヤマハ 2.0％ 2.0％(±0％) 






















19 T&D ホールディングズ 1.02～2.15％ 0.73～1.65％(－) 
20 九州電力 主として 2.0％ 主として 2.5％(＋0.5％) 






23 日立化成 主として 2.0％ 主として 2.0％(±0％) 
24 日立金属 主として 2.5％ 主として 2.5(±0％) 
25 日立建機 1.5～6.0％ 2.5％(－) 
26 日立工機 主として 2.5％ 2.5％(±0％) 
27 日立国際電気 3.5％ 3.5％(±0％) 
28 クラリオン 1.5～1.7％ 0.6％(－) 
29 日立メディコ 
平成 26 年 3 月 1 日に日立製作所の完全子会社になった
ため、同年 3 月期の有価証券報告書を作成せず 






32 日立物流 2.0％ 2.1％(＋0.1％) 
33 日立機材 1.0％ 1.0％(±0％) 
34 川重冷熱工業（個別） 3.0％ 3.0％(±0％) 
35 ハウス オブ ローゼ（個別） －％ 記載なし 
※  原則として「有価証券報告書」での文言、表記方法をそのまま掲載している。 
※1 No.1 およびNo.2 の会社は、記載内容から外部拠出ではなく、内部積立によるものと推定
される。 
(出所) 早期適用会社の平成 26 年 3 月期有価証券報告書を基に筆者作成 
 






























難」とされた一部の例外的な会社を除き、多くの会社では平成 27 年 3 月期の有
価証券報告書において情報開示されており、「実務上困難」とされた会社であって





















第 8 条の 3 を準用することとされている（連結財務諸表の用語、様式及び作成方
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